
相続・贈与・事業承継が専門です。
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年末が近づいてきました。
年内に出来る節税はないでしょうか。

社員持株会を設置して自社株を譲渡や贈与する方法があると聞きましたが
どのようにすればいいのでしょうか？
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税理士 江後慎太郎

年末や決算期での代表的な駆け込み節税策に、⽣命保険のほか、取引先倒産リス
クをカバーする「経営セーフティ共済」や個⼈事業者が事業を廃⽌したときや、
会社の役員が役員を退職したときに掛⾦に応じた共済⾦を受け取れる「⼩規模企
業共済」に加⼊する⽅法があります。

両⽅とも国が⺟体の独⽴⾏政法⼈「中⼩企業基盤整備機構」が運営しています。

【⼩規模企業共済】
・個⼈事業者、法⼈役員の退職⾦の積み⽴て共済。
・掛⾦は全額所得控除の対象（最⼤年84万まで全額経費にできます）

⽉1,000円〜7万円まで。増減額も可能。 12⽉に1年分をまとめて⽀払えます。
・加⼊できる⼈

従業員が、20⼈（商業・サービス業では5⼈）以下の個⼈事業主と会社の
役員が加⼊出来ます。
不動産が事業規模の場合（5棟10室以上）のみ加⼊可能です。
サラリーマンで不動産経営者は対象外です。

・受取⽅法
法⼈役員退職、個⼈事業廃⽌、相続の場合には解約⾦を⼿にします。
その際は退職⾦として税優遇あり。任意解約は⼀時所得として課税されます。

【経営セーフティ共済】
・全額経費にしながら積み⽴てられ、取引先が倒産して債権回収が困難な場合に

共済⾦の貸付が受けられます。（積⽴⾦の最⼤10倍まで）
・⽉5,000円〜最⼤20万までの掛け⾦。積⽴総額は800万まで。

解約時期は⾃由、解約時点で収益となります。
40か⽉経過後返戻率100％

・個⼈事業の不動産所得は対象外。法⼈の不動産管理会社は可能。

⼩規模企業共済と経営セーフティ共済は1年分を⽀払うと
来年分も含めて所得控除の対象となります。

アパート経営者は必要経費を年内に⽀出する⽅法も考えられます。

01 今月のトピックス

個人事業者であれば、小規模企業共済、倒産防止
共済へは加入済みですか。

年末が近づいてきました。
年内に出来る節税はないでしょうか。
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真ん中の□に漢字を⼊れて、⼆字熟語を４つ
作ってみましょう︕
ただし熟語は⽮印の⽅向に読みます。

※ 正解は次号資産税NEWSにて発表いたします。

今月の
クイズ

？

今月のお知らせ

※ 前号（No.128 平成28年11⽉号）の解答は【脚】でした。

①雪→□ ②⻑→□
③□→前 ④□→⼦ の4つの⼆字熟語が出来ます。
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京都税理士法人代表社員 江後良平
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社員持株会への譲渡や贈与により財産の
評価額が下がる事があります。

社員持株会を設置して自社株を譲渡や贈与する方法が
あると聞きましたがどのようにすればいいのでしょうか？

A

主任 牧本

「従業員にも株を所有してもらって会社の⼀員である事を意識してもらおう︕」
こういった⽬的もあり社員持株会を設置する会社は多くあります。
では社員持株会とはどういったものなのでしょうか︖

社員持株会とは、会社が従業員に⾃社株の保有させる制度です。

上場会社では従業員の福利厚⽣の⽬的で社員持株会を設置する事が多いようですが、⾮上
場会社における社員持株会設置の⼤きな理由としてはオーナー経営者の相続対策を⽬的と
しています。

社員持株会を利⽤した⾃社株対策として、経営権に影響しない程度の株数を社員持株会に
譲渡したり、贈与する事で、株式を社外に流出させずにオーナーの相続財産を減らすこと
ができます。

ではなぜ社員持株会に渡す事が相続税対策になるか考えてみましょう。

オーナー所有の⾃社株は原則的評価による⾼い価額で評価されます。
これに対し社員持株会の所有する⾃社株は特例的評価で⼀般的に低い価額で評価されます。
両者の評価額には⼤きな差があるケースがほとんどです。この評価⽅法の違いによる評価
額の差額を使ってオーナーの財産を圧縮を狙います。

例えばオーナー所有の⾃社株が原則的評価⽅法で評価額100万円/株、
持株会所有の⾃社株が特例的評価⽅法による評価額5万円とします。
オーナーは所有する100万円の⾃社株を5万円で持株会に売却する
ことで差額95万円の財産を圧縮出来る事になります。（オーナー⼀族
が低い評価額で売却することに納得するかどうかの問題はあります
が・・・。）

社員持株会の設置、検討してみてはいかがでしょうか︖

02 連載！事業承継のススメ


